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「ビジネスと生物多様性アセスメント」レポート採択

正式名称：
『生物多様性及び自然の寄与に係るビジネ
スの影響と依存度に関する方法論に関する
評価』

方法論評価(Methodological assessment)
• 特定のテーマに関する「状態」を報告する

のではなく、分析や意思決定のための方
法論についての最新の知見を取りまとめ
る役割を担う。

• 手法が確立されることで、世界中で評価
基準やその分類が確立されることで、信
頼性の高い、一貫した評価が可能になる。
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IPBESによるアセスメント・ワークショップ報告書の公表状況
報告書のテーマ（青字は方法論アセス）公表年

生物多様性・生態系サービスのシナリオ・モデルの方法論アセスメント報告書2016
花粉媒介・食料生産に関するアセスメント報告書

生物多様性・生態系サービスに関する地域別アセスメント報告書
①アフリカ、②南北アメリカ、③アジア・オセアニア、④ヨーロッパ・中央アジア

2018

土地劣化と再生に関するアセスメント報告書

生物多様性・生態系サービスに関する地球規模アセスメント報告書2019
生物多様性とパンデミックに関するワークショップ報告書2020
生物多様性と気候変動に関するIPBES-IPCC合同ワークショップ報告書2021
自然とその恵みに関する多様な価値評価に関する方法論アセスメント報告書（価値評価）2022
野生種の持続可能な利用に関するアセスメント報告書

侵略的外来種に関するアセスメント報告書2023
生物多様性、水、食料及び健康間の相互関に関するアセスメント報告書（ネクサス）2024
生物多様性の損失の根本的要因、変革の決定要因及び生物多様性の2050ビジョン達成
のためのオプションに関するアセスメント報告書（社会変革）

企業が生物多様性と自然の寄与に与える影響及び依存度に関する方法論アセスメント報
告書（ビジネスと生物多様性）

2026

生物多様性と自然の寄与のモニタリングに関する方法論アセスメント（モニタリング2027
生物多様性を考慮した統合的空間計画と生態系の連結性に関する方法論評価」（空間計
画・連結性）

生物多様性と生態系サービスに関する第二次地球規模アセスメント（第二次地球規模）2028

完
了

実
施
中
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「ビジネスと生物多様性アセスメント」レポート採択

評価の対象
• ビジネスおよび金融機関の、生物多様性

および自然の寄与（生態系サービス）へ
の直接的・間接的な依存と影響を測定す
るための方法を評価

• ビジネス自身の行動のオプション、および
政府、金融セクター、先住民および地域
社会、市民社会など、ビジネスと相互作
用するその他のアクターの行動のオプ
ションを評価
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ビジネスの意思決定レベル（4分類）
ポートフォリオ、バリューチェーン、企業、操業

依存・影響の評価方法（5分類）
場所にもとづく観測、参加型マッピング・モニ
タリング、ライフサイクルアプローチ、マクロス
ケールの環境経済モデル

ビジネスの変革を「可能にする環境
（Enabling environment）」（5分類）
政策・法制度、経済・金融、技術・データ、
知識・能力、価値・規範

ビジネスの変革に関わる主体（4分類）
政府、金融機関、ビジネス・金融制度、
その他主体（地域コミュニティ、先住民族）

レポートを読み解く上での重要な概念
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Prof. Ximena Rueda (Colombia)（左）
「自然とのより良い関わりは、ビジネスにとって『選択肢』ではなく『必須』です。これは企業
の収益や長期的な繁栄に不可欠です。」

Prof. Stephen Polasky (USA) （中）
「この報告書は、ビジネスの規模や目的に適した手法を明らかにし、これまでの『自主的
なサステナビリティの誓約』から、『システム変革のための科学にもとづくロードマップ』へ
と議論のレベルを引き上げるものです。」

Mr. Matt Jones  (UK) （右）
「企業や金融機関、政府、市民社会にとって、無数の手法や指標の混乱を断ち切り、本報
告書が提供する明確さと一貫性を活用して、変革的な変化に向けた有意義な一歩を踏み
出す決定的な瞬間です。」
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IPBESの外部レビュー（中間レビュー）

2030年までのIPBESの作業計画の第6の目標である「プラットフォームの有効性向上
（improving the effectiveness of the Platform）」の一環として実施

• IPBESの事務局、総会運営、タスクフォース、
MEPやビューローの活動、財務・予算、コミュニ
ケーションおよびアウトリーチ活動、成果物（ア
セスメント）の作成、等多岐にわたり評価

• 外部レビューパネルから、IPBESの有効性や影
響力を改善するための35項目が提言（うち11が
優先項目）
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IPBESの作業計画への追加要素の検討

IPBESの2030年までの作業計画の追加要素に関して、要請・提案を公募。政府や
ステークホルダーから多くの要請や提案が寄せられた。それらをMEPとビューロー
が審議し、複数の国や組織から支持された以下の4つの主要なアセスメントのト
ピックにグループ化

• 生物多様性と汚染

• 生物多様性と貧困

• 生物多様性と都市

• 生物多様性と気候変動

→ IPBES-13までの会期間に、アセスメントの実施を含む、今後のIPBES作業計
画の内容等について検討を行うことを合意

• 外部レビュー（中間レビュー）の提言を踏まえた活動の見直し

• IPBESの財政の健全性

• 新規アセスメントの実施よりも既存の成果物の活用に力点

• ポスト2030年生物多様性枠組検討の観点でも中途半端なタイミング（私見）

• 新規のアセスメントを止めてしまうと、IPBESの活動が見えなくなる
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向こう7～8年の見通し
モニタリング、空間計画・連結性、第2次地球規模評価はCBD-COP28までに採択、COP29以
降のポスト2030生物多様性枠組への重要なインプット
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IPCC・IPBESに続く第3の国際環境パネルISP-CWP（2025年6月20日設立）

化学物質、廃棄物及び汚染に関する政府間科学・政策パネル（ISP-CWP）

• 事務局を監督する補助機関としてMEPとBureauが設置。組織的にはIPBESの影響色濃い。
• IPBES-12と並行して第1回総会がスイス・ジュネーブで開催（2月2日～6日）。
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（衝撃）トランプ米大統領が国際機関・枠組み・条約からの離脱と資
金拠出停止を連邦政府機関に命じる大統領覚書を指示（2026年1月7日）

合計66組織を列挙
• 非国連機関（Sec. 2 (a)）：35組織
• 国連関連機関（Sec. 2 (b)）：31組織
非国連機関にIPCC、IPBESが含まれる
米国政府からの資金の拠出の停止、政府機関に所属する専門家・実務者のIPBESへ

の参加にも影響。科学者個人としての参加は可能。
※米国政府からの推薦がない場合は、オブザーバー枠としての推薦で参加できる。
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学際的専門家パネル（MEP）メンバーの改選

概要

• IPBESの活動を科学的・技術的側面から支える組織。

• 国連の5地域から各5人、計25人が選出。

• 1期約3～4年（3会期間）、最長2期 （e.g., 橋本の場合 2期、2018-2026年）。

アジア・太平洋地域の5枠に、石原広恵氏（東京大学大学院新領域創成科学研究科）が選出。

IPBES-12時点で25名のMEPのうち15名が2期目。

再選可能な10人のうち2期目を目指した者は7名（全員が選出）。

→MEPの経験・知識の継承に大きな課題

今選挙でジェンダーバランスが大幅に改善。MEP25名のうち15名が女性。

アフリカ2名、アジア・太平洋3名、東ヨーロッパ4名、ラテンアメリカ・カリビアン3名、

西欧・その他3名


